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1.  平成22年3月期第3四半期の業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 5,279 △0.5 18 △76.1 51 △54.2 31 △56.9

21年3月期第3四半期 5,304 ― 77 ― 111 ― 72 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 5.46 ―

21年3月期第3四半期 12.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 4,740 3,199 67.5 558.55
21年3月期 5,204 3,201 61.5 558.82

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  3,199百万円 21年3月期  3,201百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
22年3月期 ― 0.00 ―

22年3月期 
（予想）

5.00 5.00

3.  平成22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,600 △5.6 90 △28.6 130 △22.2 60 △38.8 10.47
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4.  その他 

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

［（注） 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。］ 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 5,970,255株 21年3月期  5,970,255株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  241,267株 21年3月期  240,485株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 22年3月期第3四半期 5,729,117株 21年3月期第3四半期 5,832,869株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定等については、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．業
績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 
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当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、アジア地域を中心とする海外経済の改善を背景に景気に

一部持ち直しの動きが見られるものの、なお、経済活動は極めて低く、企業の厳しい収益構造などを背景

とした設備投資の減少、雇用情勢の不安等によって個人消費の伸び悩みにより依然として経営環境は厳し

い状況です。 

情報通信分野においては、ＩＰ化・ブロードバンド化等の進展に伴うネット利用の普及、加えて通信と

放送、固定と移動の融合化など新たなサービスメニューの拡大等により、構造変化が大きく進展しており

ます。一方、光化を中心としたブロードバンド・アクセスサービス等の競争が激化するなか、さらなる建

設コストの低減要望も一段と強まっております。 

このような事業環境のなか、当社は親会社の大明株式会社のもと、市場の多様化とお客様ニーズに迅速

かつ柔軟に対応する体制を確立するため「安全の確保」と「品質の向上」を基本に取り組んでまいりまし

た。 

これにより、当第３四半期累計期間においては、受注高62憶16百万円(前年同期比102.6％)、完成工事

高52億79百万円(前年同期比99.5％)となりました。 

利益面につきましては、建設コストの低減化など厳しい経営環境のなか、工事価格及び固定費等の削減

に鋭意努めてまいりましたが、営業利益18百万円(前年同期比23.9％)、経常利益51百万円(前年同期比

45.8％)、四半期純利益31百万円(前年同期比43.1％)となりました。 

なお、各事業部門別の業績概況は、次のとおりとなっております。 

(通信線路部) 

当社の主事業であるＮＴＴ関連工事は、建設コストの低減化の波を受けるなか、受注高は44憶 2百万円

(前年同期比103.1％)となり、完成工事高は38憶47百万円(前年同期比99.4％)となりました。 

(モバイル部門) 

移動体通信工事は、モバイル基地局工事の受注拡大が図られたこと及び、新たなＷｉＭＡＸ工事等の受

注により、受注高は12憶38百万円(前年同期比106.2％)、完成工事高は10憶88百万円(前年同期比109.6％)

と安定した受注が展開され事業の大きな柱の１つになりつつあります。 

    (土木部門) 

土木工事は依然として厳しい受注環境にさらされておりますが、施工体制の見直し、工事価格の改善に

努めた結果、受注高は 4憶 2百万円(前年同期比98.4％)、完成工事高は 2憶56百万円(前年同期比98.8％)

と前期の横ばいを維持することができました。 

(ＩＰ部門) 

ＩＰ関連工事などの一般民需工事は、企業の設備投資抑制など厳しい受注環境にありますが、果敢に光

伝送路工事等の大型物件の受注拡大に努めてまいりました。しかし、価格競争等で折合いがつかず、受注

高は 1億72百万円(前年同期比80.1％)、完成工事高は87百万円(前年同期比48.8％)と前年を大幅に下回る

結果となりました。  

    

・定性的情報・財務諸表等

1. 経営成績に関する定性的情報
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（流動資産） 

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は23億27百万円で前事業年度末に比べ 4億48百万円減

少しております。これは、主として繰越工事の増加により未成工事支出金が 4億 7百万円増加したもの

の、完成工事未収入金の売上債権が 6億53百万円減少したことによるものであります。 

（固定資産） 

当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は24億13百万円で前事業年度末に比べ15百万円減少し

ております。これは、主として有形固定資産が17百万円減少したことによるものであります。 

（流動負債） 

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は 7億84百万円で前事業年度末に比べ 4億67百万円減

少しております。これは、主として工事未払金が 2億93百万円、未払金67百万円、未払法人税等が85百万

円減少したことによるものであります。 

（固定負債） 

当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は 7億56百万円で前事業年度末に比べ 5百万円増加し

ております。これは、主として役員退職慰労引当金が12百万円減少したものの、退職給付引当金が18百万

円増加したことによるものであります。 

（純資産） 

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は31億99百万円で前事業年度末に比べ 2百万円減少して

おります。これは、主として利益剰余金が 2百万円増加したものの、その他有価証券評価差額金が 4百万

円減少したことによるものであります。 

  

平成22年３月期通期の業績予想につきましては、平成22年11月６日に「平成22年３月期 第２四半期決

算短信(非連結)」にて公表いたしました業績予想から変更しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第

１四半期会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用しております。 

これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期累計期間に係る完成工事高は171,972千

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益が、それぞれ90千円増加しております。 

2. 財政状態に関する定性的情報

3. 業績予想に関する定性的情報

4. その他

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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5.【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 686,157 888,951

受取手形 12,882 31,520

完成工事未収入金 860,670 1,513,906

未成工事支出金 602,206 194,539

材料貯蔵品 21,987 27,295

繰延税金資産 15,980 42,220

その他 127,179 77,050

流動資産合計 2,327,065 2,775,484

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 264,328 263,035

土地 1,735,285 1,735,285

その他（純額） 67,739 86,038

有形固定資産合計 2,067,353 2,084,358

無形固定資産 7,755 9,545

投資その他の資産   

投資有価証券 107,105 114,962

繰延税金資産 204,977 193,695

その他 152,783 153,353

貸倒引当金 △126,069 △126,869

投資その他の資産合計 338,797 335,142

固定資産合計 2,413,905 2,429,046

資産合計 4,740,970 5,204,530

負債の部   

流動負債   

工事未払金 653,864 947,163

未払金 22,517 89,539

未払法人税等 2,642 88,448

未成工事受入金 15,078 3,009

工事損失引当金 21,842 21,698

賞与引当金 14,595 56,332

その他 54,121 45,848

流動負債合計 784,661 1,252,039

固定負債   

退職給付引当金 590,710 572,529

役員退職慰労引当金 19,020 31,280

再評価に係る繰延税金負債 145,207 145,243

その他 1,464 1,522

固定負債合計 756,402 750,576

負債合計 1,541,064 2,002,615
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 817,926 817,926

資本剰余金 667,984 667,984

利益剰余金 2,066,797 2,064,155

自己株式 △44,370 △44,278

株主資本合計 3,508,337 3,505,787

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,138 7,732

土地再評価差額金 △311,569 △311,605

評価・換算差額等合計 △308,430 △303,872

純資産合計 3,199,906 3,201,915

負債純資産合計 4,740,970 5,204,530
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

完成工事高 5,304,136 5,279,901

完成工事原価 4,999,956 5,031,891

完成工事総利益 304,180 248,009

販売費及び一般管理費 226,730 229,471

営業利益 77,449 18,538

営業外収益   

不動産賃貸料 27,186 27,585

その他 7,326 5,635

営業外収益合計 34,513 33,220

営業外費用   

雑支出 59 495

営業外費用合計 59 495

経常利益 111,903 51,264

特別利益   

貸倒引当金戻入額 5,200 800

投資有価証券売却益 1,740 －

役員退職慰労引当金戻入額 － 2,370

その他 898 －

特別利益合計 7,839 3,170

特別損失   

固定資産除却損 － 1,018

投資有価証券評価損 － 142

ゴルフ会員権評価損 1,230 －

その他 204 －

特別損失合計 1,435 1,161

税引前四半期純利益 118,307 53,272

法人税、住民税及び事業税 50,052 3,904

法人税等調整額 △4,277 18,077

法人税等合計 45,775 21,982

四半期純利益 72,532 31,290
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 118,307 53,272

減価償却費 38,780 37,540

ゴルフ会員権評価損 1,230 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,360 △800

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,615 △41,737

工事損失引当金の増減額（△は減少） 18,498 144

退職給付引当金の増減額（△は減少） 34,384 18,180

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,810 △12,260

受取利息及び受取配当金 △4,466 △3,114

投資有価証券評価損益（△は益） － 142

投資有価証券売却損益（△は益） △1,740 －

売上債権の増減額（△は増加） 448,743 671,874

有形固定資産除売却損益（△は益） △142 1,018

未成工事支出金の増減額（△は増加） △365,949 △407,667

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,193 5,307

仕入債務の増減額（△は減少） △138,144 △293,298

未成工事受入金の増減額（△は減少） △17,922 12,069

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,298 △16,993

その他の資産の増減額（△は増加） 6,172 △19,826

その他の負債の増減額（△は減少） △7,853 △43,399

その他 7 1

小計 56,628 △39,543

利息及び配当金の受取額 4,466 3,114

法人税等の支払額 △17,284 △115,494

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,810 △151,923

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △93,273 △113,133

定期預金の払戻による収入 151,262 131,156

有形固定資産の取得による支出 △44,096 △20,322

有形固定資産の売却による収入 821 50

無形固定資産の取得による支出 － △1,000

投資有価証券の売却による収入 4,346 －

貸付けによる支出 △2,000 △2,400

貸付金の回収による収入 6,536 1,563

投資活動によるキャッシュ・フロー 23,596 △4,086

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △397 △93

配当金の支払額 △29,281 △28,666

財務活動によるキャッシュ・フロー △29,678 △28,760

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 37,728 △184,770

現金及び現金同等物の期首残高 678,284 780,928

現金及び現金同等物の四半期末残高 716,013 596,157
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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部門別受注高及び完成工事高等 
（単位：千円）

 
  
  

  

6. その他の情報

平成２１年３月期 平成２２年３月期
増   減

第３四半期累計期間 第３四半期累計期間

金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 金額 増減率(%)

前 通信線路部門 292,302 43.9 209,198 40.3 △ 83,104 △ 28.4

期 モバイル部門 159,131 23.9 153,385 29.5 △ 5,746 △ 3.6

繰 土木部門 201,678 30.3 151,063 29.1 △ 50,615 △ 25.1

越 ＩＰ部門 12,600 1.9 6,003 1.1 △ 6,597 △ 52.4

高 計 665,711 100.0 519,649 100.0 △ 146,062 △ 21.9

通信線路部門 4,268,618 70.4 4,402,689 70.8 134,071 3.1

受 モバイル部門 1,166,254 19.3 1,238,613 19.9 72,359 6.2

注 土木部門 408,465 6.7 402,122 6.5 △ 6,343 △ 1.6

高 ＩＰ部門 216,047 3.6 172,952 2.8 △ 43,095 △ 19.9

計 6,059,386 100.0 6,216,378 100.0 156,992 2.6

完 通信線路部門 3,872,638 73.0 3,847,859 72.9 △ 24,779 △ 0.6

成 モバイル部門 993,522 18.7 1,088,551 20.6 95,029 9.6

工 土木部門 259,377 4.9 256,284 4.9 △ 3,093 △ 1.2

事 ＩＰ部門 178,597 3.4 87,205 1.6 △ 91,392 △ 51.2

高 計 5,304,136 100.0 5,279,901 100.0 △ 24,235 △ 0.5

次 通信線路部門 688,282 48.4 764,028 52.5 75,746 11.0

期 モバイル部門 331,862 23.4 303,447 20.8 △ 28,415 △ 8.6

繰 土木部門 350,766 24.7 296,901 20.4 △ 53,865 △ 15.4

越 ＩＰ部門 50,050 3.5 91,750 6.3 41,700 83.3

高 計 1,420,960 100.0 1,456,127 100.0 35,167 2.5
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